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１．研究計画の概要 
本研究は、持続可能な発展の重層的環境ガ

バナンスに関する基礎理論を構築すること

を目的にしている。今日の環境問題とそれに

対応する環境ガバナンスの様相は、持続可能

な発展に向かう上では重層的、相互作用的に

ならざるを得ないが、従来、持続可能な発展

の阻害要因を克服するものとしての環境ガ

バナンスの位置づけと重層的全体構造の把

握は不十分であった。本研究では既往理論の

批判的摂取と具体的事例を素材とした実証

研究を組み合わせて、持続可能な発展を阻む

経済メカニズムの解明、および現代重層的環

境ガバナンスの進展に関する到達点の評価

と課題抽出を行い、持続可能な発展の重層的

環境ガバナンスへの移行戦略を提示する。特

に持続可能な発展という総合的な概念を

個々の問題や地域において具体的な指針と

なるよう操作可能性を高めることに留意す

る。環境問題・環境政策が、グローバル、リ

ージョナル、ナショナル、ローカルといった

重層性を伴い、さらに各層間が相互作用関係

を伴っていることに着目し、重層的環境ガバ

ナンスの構造を解明する多分野横断研究の

ための基礎概念や方法論の開拓にも努める。 

 
２．研究の進捗状況 
 理論研究の深化と事例実証研究から課題

を抽出するという方法を併用し、それぞれの

課題や成果を交流してきた。持続可能な発展

及び環境ガバナンスという総合的な概念に

個別理論からのアプローチが示唆すること

を明確にすることで到達点と課題、個別方法

論の拡張と学際的総合化の必要性がどこに

あるかを確認した。この点についてメンバー

全員が各自行い成果を共有化することで、各

メンバー間でシナジー効果が生まれつつあ

る。同時に、メンバー間すなわち各学問分野

間の共通基盤が広がってきた。理論的には、

生活の質概念、人間開発概念と社会的共通資

本概念という独立に発展してきた理論や概

念を相互の関連を P. ダスグプタの議論を媒

介にすることで体系的理解可能で、政策的指

針を導きうる概念に進展させることができ

た。また、重層性概念についても同じ用語が

諸科学において異なる意味に使われている



現状を整理し、環境ガバナンス概念との親和

性を検討した。以上の研究活動の成果を、各

種論文等、および中間成果報告書にまとめた。 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 

（理由）持続可能な発展の重層的環境ガバナ

ンスの基礎理論を体系的に確立するための

手がかりになる概念を確立しつつある点で

大きな成果があった。第１に、持続可能な発

展と生活の質、人間開発概念との関連を明確

にした。第２に、各資本資産（人工資本、人

的資本、自然資本、知識）相互間、および資

本資産と制度の間の規範的関係について社

会的共通資本概念を適用することによって、

持続可能な発展に関してより体系的で整合

的な理解が得られることを明らかにした。こ

れらは、持続可能な発展概念の理論的発展で

かつ操作可能性を高めるものであり、学術的

にだけでなく社会的にも意義の大きい成果

である。また、重層性概念について、諸科学

によって定義や使われ方によって共通する

面だけでなく差違も大きく、ガバナンスによ

る持続可能な発展への総合化に着目したま

とめ方を試論的に提示した。持続可能な都

市・地域や経済構造の変化との対応関係をふ

まえた統合概念に発展させていく上での１

つの基礎ができたことは貴重である。 

ただ、持続可能な発展を阻む経済メカニズ

ムの解明とその環境影響分析、およびそのよ

うなメカニズムのもとでの現代重層的環境

ガバナンスの進展に関する到達点の評価と

課題抽出を行うという点ではデータや事例

収集など作業的には進展してきているが、特

筆すべき成果はまだ上がっていない。 
 
４．今後の研究の推進方策 

理論研究としては、開発してきた持続可能

な発展の政策的操作可能性を高める概念、す

なわち生活の質、人間開発と社会的共通資本

を統合的に体系化する方法をより洗練した

ものにしていく。さらにその方法の政策的操

作可能性を検証することもねらいとして、グ

ローバリゼーションの動きへの対応として

の重層的環境ガバナンスの動向との対応関

係と効果を分析する。以上の理論研究と実証

研究とを総合して持続可能な発展の重層的

環境ガバナンスのあり方と現実の動向の乖

離の原因と環境ガバナンスの進化方向につ

いて明確にする。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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